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貸借対照表
（令和

　

２年３月３１日現在）

（単位：ｒｌ〕）

科目 当年度 前年度 増減

１資産の部

　

１流動資産

　

①現金預金

　

②未収入金

　

③前払金

　

④立替金

　　　　　　

流動資産合計

　

２固定資産

　

①特定資産

　　　　

退職給与引当資産

　　　　　

特定資産合計

　

②その他固定資産

　　　　

建物付属設備

　　　　

器具備品

　　　

その他固定資産合計

　　　　　　

固定資産合計

　

資

　

産

　

合

　

計

亘負債の部

　

１流動負債

　

①未払金

　

②預り金

　

③仮受金

　　　　　　

流動負債合計

　

２固定負債

　　

退職給与引当金

　　　　　　

固定負債合計

　　　　　　　　

負債合計

皿正味財産の部

　

１指定正味財産

　　

基 に財産運用基金

　

（うち基本財産への充当額）

　

（うち特定資産への充当額）

　

２一般正味財産

　

（うち基本財産への充当額）

　

（うち特定資産への充当額）

　　　　　　

正昧財産合計

　　

負債及び正味財産合計

２，４６０，９３３

　　

０

　　

０

　　

０

Ｕ^

　　

Ｕ^

　　

Ｕ^
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０
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０ ０ ０

ｎ
ｖ
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ｎ
ｖ
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０

　　

０
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０
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０

０

０

０

０

０
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０

　　

０

２，４６０，９３３

　　

０

　　

０

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３



正味財産増減計算書
（平成３１年４月１日から令和

　

２年３月３１日まで）

様式

　

２
（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減
１

　

一般正味財産増減の部

　

１． 経常増減の部

　　

（１） 経常収益

　　　

① 受取会員会費

　　　

② 事業収益

　　　

③

　

寄付金収入

　　　

④ 拠出金受入収入

　　　

⑤ 雑収益

　　　　

経常収益計

　　

（２）

　

経常費用

　　　

①

　

事業費

　　　

②

　

管理費

　　　　

経常費用計

　　　　　

当期経常増減額

　

２． 経常外増減の部

　　

（１） 経常外収益

　　　　　

退職給与引当金戻入益

　　　　　

移転補償金収入

　　　　

経常外収益計

　　

（２） 経常外費用

　　　　　

固定資産除却損

　　　　　

移転費用

　　　　　

経常外費用言一・

　　　　　

当期経常外増減額

　　　　　

当期一般正味財産増減額

　　　　　

‐一般正味財産期首残高

　　　　　

一般正味財産期末残高

ｎ

　

指定正味財産増減の部

　　　　

一般正味財産より振替

　　　　　

当期指定正味財産増減額

　　　　　

指定正味財産期首残高

　　　　　

指定正味財産期末残高

ｍ 正味財産期末残高

　　　

０

　　　

０

１５，０００，０００

３，０００，０００

　　

２０，０９５

＝^Ｖ

　　

＝^ｖ

　　

＝^ｖ

　　

＝^ｖ

　　

Ｕ^

　　　

０

　　　

０

１５，０００，０００

３，０００，０００

　　

２０，０９５

１８，０２０，０９５ ０ １８，０２０，０９５

９，０５２，９３８

６，５０６，２２４

ハＵ

　　

Ｕ^

９，０５２，９３８

６，５０６，２２４

１５，５５９，１６２ ０ １５，５５９，１６２

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３

０

０

０

０

０

０

０ ０ ０

０

０

０

０

０

０

０ ０ ０

０ ０ ０

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３

０ ０ ０

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

２，４６０，９３３ ０ ２，４６０，９３３

２



事業費内訳明細書
（平成３１年４月１日から令和

　

２年３月３１日まで）

（単位：円）

科目 公益目的事業会計

一般会計 特別会計 受託事業特別会計 共通 ノ」・

　

計

人件費

退職給付費用

業務委託費

通信費

水道光熱費

旅費交通費

広告宣伝費

接待交際費

会議‐費

事務用品費

備品消耗品費

新聞図書費

修繕費

家賃

租税公課

諸会費

研修費

リ←ス料

減価償却費

謝金

印刷製本費

支払手数料

諸経費

５，７９７，３０５

　　

０

　　

０

　

４０，７０８

　　

０

１，１１２，７９９

　

６１７，０３８

３７６，５７１

　

２，５００

　

６１，ｌｉ７

　

２８，００２

　　

３，９３３

　　

０

　　

０

　

１２５，７５０

　　

０

　

５０１，５４５

　　

０

　　

０

　

３４，０００

　

１３，５８２

　

２３，７４４

　

４，３４４

５，７９７，３０５

　　

０

　　

０

　

４０，７０８

　　

０

１，１１２，７９９

　

６１７，０３８

　

３７６，５７１

　

２，５００

　

６１，１１７

　

２８，００２

　　

３，９３３

　　

０

　　

０

　

１２５，７５０

　　

０

　

５０１，５４５

　　

０

　　

０

　

３４４，０００

　

１３，５８２

　

２３，７４４

　

４，３４４

合計 ９，０５２，９３８ ０ ０ ０ ９，０５２，９３８合計

　　　　　　　　　　　

９，０５２，９３８

　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　

０ ０

　　　　　

９，０５２，９３８

管理費内訳明細書
（平成３１年４月１日から令和

　

２年３月３１日まで）

科目 法人会計

人件費

退職給付費用

業務委託費

通信費

水道光熱費

旅費交通費

接待交際費

会議費

謝金

事務用品費

備品消耗品費

新聞図書費

修繕費

支払家賃

保険料

租税公課

諸会費

支払報酬

リ←ス料

印刷・製本費

支払手数料

使用料

雑費

３，０００，０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

２，３１２，１４４

　　

０

　　

０

　

１６５，０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

１’０００’０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

　

２９，０８０

　　

０

　　

０

合

　

計 ６，６０６，２２４

：円）



財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

　

①有価証券の評価基準及び評価方法につしＹご

　

投資有価証券…

　

… 取得価格により評価する。

　

②棚卸資産の評価基準及び評価方法

　

商品‘貯蔵品…

　

… 最終仕入原価法による原価方による。

　

③固定資産の減価償却について

　

什器備品 …

　

… ・・定額法により減価償却を実施する。

　

④引当金の計上基準について

　

退職給与引当金 … ・・退職給与の要支給額を基準として計上する。

　

⑤リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リ←ス取引については、通

　　

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　

⑥消費税等の会計処理は、免税業者のため税込処理となっている。

２． 会計方針の変更

　　

一般財団法人であるため、公益法人会計基準に基づいた処理になっている‐

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

　

該当解し

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、 次のとおりである。

　

該当無し

担ー保に供している資産

　

該当無し

固定資産の取得価額、 減価償却累計額及び当期末残高は、 次のとおりである。

　

該当無し

７． 債権の債権金額、 貸倒引当金の当期末残高

　　　　

該当無し

　

竺

　

－

　

債権金額 ド 引当金の当期末残高 １

　　　　　

　

８． 保証債務等の偶発債務

　　

特になし

９． 満期保有日的の債券の内訳並びに帳簿価格、 時価及び評価損益

　　

該当する債券は無い

１〔）． 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

該当無し

合

　　　

計 ０ ０ ０ ０

１１． 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当無し

１２． 関連当事者との取引の内容

該当無し

１３． 重要な後発事象

特になし

１４・ その他

特になし



財産目録
（令和

　

２年３月３１日）

様式

　

４

（単位：円）
科目 金額

１資産の部
１流動資産

　

①現金預金

　　　

手許現金

　　　

普通預金 （一般会計）

　　　　　

三井住友銀行

　

東京公務部

　

②未収入金

　

③前払金

　

④立替金

　　　　　　　　

流動資産合計“

２固定資産

　　

特定資産

　　　

退職給与引当資産

　　　　　　　

特定資産合計

　

②その他の固定資産

　　

建物付属設備

　　

器具備品

　　　　　　

その他固定資産合計

　　　　　　　　

固定資産合計

　　　　　　　　

資産合計

Ｄ負債の部
１流動負債

　

①未払金

　

②預り金 源泉所得税

　

１～３月分

　

③仮受金

　　　　　　　　

流動負債合計

２固定負債

　　

退職給与引当金

　　　　　　　　

固定負債合計

　　　　　　　　　

負債合計

　　　　　　　　　

味財産

　　

０

２，４６０，９３３

２，４６０，９３３

２，４６０，９３３

”^〉

　

Ｕ^

　

ｎ
Ｕ

０

０

０

０

０

０

２，４６０，９３３

０

０

０

０

０

０ ０

０

２．４６０，９３３

負債及び正味財産合計 ２，４６０，９３３



収支計算書類に対する注記

１、資金の範囲

　

資金の範囲には、現金預金、立替金、未収金等の流動資産及び、未払金、預り金等の流動負”

　

を含めることとしている。

　

なお、前期末及び当期末残高は、下記２、に記載するとおりである。

２、次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

　

①一般会計

（単位：円）

科目 前期末残高 当期末残高 備考
現

　

金

　

預

　

金
】

　

払

　　

金印Ｊ

未

　　

収

　　

金

立

　　

替

　　

金

部門貸付金

＝^ｖ

　　

＝^Ｕ

　　

＝^Ｕ

　　

＝^Ｕ

　

（
Ｖ

２，４６０，９３３

　　

０

　　

０

　　

０

　　

０

合

　　

計 ０ ２，４６０，９３３

未

　　

払

　　

金

預

　

り

　　

金

仮

　

受

　　

金

部門借入金

＝^ｖ

　

（
Ｕ

　　

＝^ｖ

　　

Ｕ^

０

０

０

０

合

　　

計 ０ ０

次期繰越収支差額 ０ ２，４６０，９３３

②特別会計
（単位：円）

科目 前期末残高 当期末残高 備考
現

　

金

　

預

　

金

払

　　

替

　　

金

未

　　

収

　　

金

＝^Ｕ

　　

＝^ｖ

　　

＝^ｖ

ハ＝Ｕ

　　

ハ＝ｖ

　　

ハＵ

合

　　

計 ０ ０

未

　　

払

　　

金

預

　

り

　

金

部門借入金

Ｕ^

　　

Ｕ^

　　

＝^Ｖ

０

０

０

合

　　

計 ０ ０

次期繰越収支差額 ０ ０次期繰越収支差額

　

③受託事業特別会計
（単位：円）

科目 前期末残高 当期末残高 備考
現

　

金

　

預

　

金

未

　　

収

　　

金

部門貸付金

”^Ｕ

　　

ｎ
ｖ

　　

＝^ｖ

ｎ
ｖ

　　

＝^ｖ

　　

”^）

合

　　

計 ０ ０

未

　　

払

　　

金

部門借入金
＝^Ｕ

　　

Ｕ^

０

０

合

　　

計 ０ ０

次期繰越収支差額 ０ ０ｎ
Ｕ

６



収支計算書
（平成３１年４月１日から令矛‘１

　

２年３月３１日まで）

参考資料
（単位：円）

科目 予算額 実績額 差引未消化

１

　

一般正味財産増減の部

　

１． 経常増減の部

　　

（１） 経常収益

　　　

① 受取会員会費

　　　

② 事業収益

　　　

③

　

寄付金収入

　　　

④ 拠出金受入収入

　　　

⑥ 雑収益

　　　　

経常収益計

　　

（２）

　

経常費用

　　　

①

　

事業費

　　　　

（１） 委員会活動費

　　　　　　　　

認証評価委員会

　　　　　　　　

評価システム委員会

　　　　

（２） 企画費

　　　　　　　　

広報費

　　　　　　　

研修費

　　　　

（３） 渉外活動費

　　　　　　　　

国内渉外費

　　　　

（４） 事業事務費

　　　　　　　　

人件費

　　　　　　　　

その他事務費

　　　　

（５） 他会計への繰出額

　　　

② 管理費

　　　　

（１） 管理人件費

　　　　

（２） 会議開催費

　　　　

（３） その他管理費

　　　　

経常費用計

　　　　　

当期経常増減額

　

２．経常外増減の部

　　

（１） 経常外収益

　　　　　

退職給与引当金戻入益

　　　　

経常外収益計

　　

（２） 経常外費用

　　　　　

固定資産除却損

　　　　

経常外費用計

　　　　　

当期経常外増減額

　　　　　

当期一般正味財産増減額

　　　　　

一般正味財産期首残高

　　　　　

一般正味財産期末残高

□

　

指定正味財産増減の部

　　　　

－般正味財産より振替

　　　　　

当期指定正味財産増減額

　　　　　

指定正味財産期首残高

　　　　　

指定正味財産期末残高

皿 正味財産期末残高

　　

０

　　

０

１５，０００，０００

　　

０

　　

０

　　

０

　　　

０

１５，０００，０００

３，０００，０００

　

２０，０９５

　　　

０

　　　

０

　　　

０

乙

　

３，０００’○００

　

△

　

２０，０９５

１５，０００，０００ １８，０２０，０９５ △

　

３，０２０，０９５

１１，５００，０００

２，５００，０００

　　

５００，０００

　

２，０００，０００

１，０００・０００

　　

５００，０００

　　

５００，０００

　

５００，０００

　　

５００，０００

７，５００，０００

　

７’０００・０００

　　

５００，０００

　　　

０

３，５００，０００

２，０００，０００

　

５００，０００

１，０００’０００

９，０５２，９３８

１，３９６，９２０

　

２６３，５１０

１，１３３，４１０

　

９３２，４６８

　

３８１，５６４

　

５５α９０４

　

７０７，４８３

　

７０７，４８３

６，０１６，０６７

５，７９７，３０５

　

２１８，７６２

　　

０

６，５０６，２２４

３，０００，８８０

２，５０４，４７２

１，０００，８７２

　

２，４４７，０６２

　　

１，１０３，０８０

　　　

２３６，４９０

　　　

８６６．５９０

　　　

６７，５３２

　　　

１１８，４３６

　　

乙

　

５０，９０４

　

と

　

２０７，４８３

　　

乙

　

２０７，４８３

　　

１，４８３，９３３

　　

１，２０２，６９５

　　　

２８１，２３８

　　　

０

△

　

３，００６，２２４

△

　

１，０００，８８０

△

　

２，００４，４７２

　　　

△

　

８７２

１５，０００，０００ １５，５５９，１６２ 乙｝

　

５５９，１６２

０ ２，４６０，９３３ △

　

２，４６０，９３３

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ２，４６０，９３３ △

　

２，４６０，９３３

０ ２，４６０，９３３ △

　

２，４６０，９３３

０ ０ ０

０ ２，４６０，９３３ △

　

２，４６０，９３３

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ２１４６０，９３３ △

　

２，４６０，９３３

７



監事監査報告書

令和２年４ 月２４ 日

一般財団法人大学教育質保証・評価センター

代表理事

　

奥

　

野

　

武

　

俊

　

様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

一般財団法人大学教育質保証・評価センター

　　　　　　　　

　　 　　
　

　

　　　

　　　　　　　　

　　 　
　 　 　 　

　

両監事は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）第１９９条に

おいて準用する同法第１２４条の規定に基づき、一般財団法人大学教育質保証・評価センターの平

成３１年４月１日から令和２年３月３１日までの第１期事業年度の業務及び会計についての監査を

実施しましたので、次のとおり報告いたします。

１

　

監査方法の概要

　

業務監査は、理事会に出席して業務の執行状況を把握するとともに、業務に係わる諸会櫛

等の糖事緑や関係書類等を収集・調査することにより実施した。会計監査は、財務諸表、附

属明細書等の記載内容の正確性を、帳簿、通帳、会計書類等をもとに点検・確認することに

より実施した。

２

　

監査の結果

（１）業務は法令や定款等に従って適正に実施されており、法人設立の目的の達成に向け着実に

　

業務が実施されているものと認める。

（２）事業報告書は法令や定款等に従って法人の業務の状況を適正に示しているものと認める。

（３）財務諸表は法令や定款等に従って法人の財務及び会計の状況を正確かつ適正に示している

　

ものと認める。

以

　

上


